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はじめに

金融機関ができる環境保全活動とは？

インベストメント
（Investment)

ダイベストメント
(Divestment)

環境に悪影響を与える事業や
道徳的・倫理的に悪い事業から

融資を撤退すること

環境に配慮した事業や
道徳的・倫理的に良い事業に

融資を行うこと



国内メガバンクの
環境保全活動の世界的な評価は悪い

はじめに

「温暖化促進企業」への融資が少ない
地方銀行なら環境配慮において

エコブランド化を推進できるのではないか

「温暖化促進企業」に対して
大規模な融資を実施している



はじめに
本報告の地方銀行の定義

信用金庫を含む、営業地が本社周辺の
都道府県に限定されている銀行

今回調査対象とした地方銀行は

第一地方銀行 15行
第二地方銀行 6行
大手信用金庫 4庫



はじめに

メガバンクと比較するとエコブランド化を
推進しやすいが課題もある

①地方銀行の「環境配慮融資」は低迷している

②資金力がある大規模な地方銀行ほど
「脱温暖化促進融資」に踏み切れていない



はじめに

預金者のメガバンクから地方銀行への
ブランドスイッチが実現する

提案

①市場が拡大していて地域活性化を望める
ソーラーシェアリングへの融資の実施

②預金者の地方銀行からネットバンクへの
ブランドスイッチを回避するため

「温暖化促進企業」からの融資撤退の実施



海外と比較した国内金融機関の現状

1章



海外銀行における環境保全活動のトレンドは
インベストメントにダイベストメントが加わった

たばこ産業や武器産業などのダイベストメントも
行われているが化石燃料ダイベストメントが主流である

インベストメント
＝融資

ダイベストメント
＝融資撤退



海外銀行の
ダイベストメント

事情

JPMorgan Case（アメリカ）

Morgan Stanley（アメリカ）

Goldman Sachs（アメリカ）

UBS (スイス)                            

BNP Paribas (フランス) 

Detsche Bank(ドイツ）

HSBC (イギリス）

Societe Generale (フランス） （石炭火力発電から撤退する世界の動きと日本
自然エネルギー財団）

・先進国での火力発電全面禁止

・国内外の火力発電融資の制限

・国内外の火力発電に対する融資を全面禁止

・国内外の火力発電に対する融資を原則禁止

・国内外の火力発電に対する融資を全面禁止

・先進国での火力発電融資の禁止
途上国での超々臨界発電は可

・先進国での火力発電融資の禁止
途上国では超々臨界発電は可

・先進国での火力発電融資の禁止



海外では銀行以外の金融機関も
ダイベストメントを表明

会社名 声明発表時期

AXA (フランス） 2017年4月

Zurich（スイス） 2017年11月

Allianz（ドイツ） 2018年5月

海外の損害保険会社は
石炭関連プロジェクトの
保険引受禁止を発表した

海外では活発にダイベストメントが行われている



中国

60%
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8%

インド

7%

アメリカ

5%

イギリス

4%

韓国

2%

フランス

2%

ドイツ

2%

その他諸国

10%

化石燃料関連企業に対する融資の国際比較

（Fossil fuel finance report card 2017、）

化石燃料関連企業への
融資額と債権引受額を総合した
ランキングで日本のメガバンクの
「MZ銀行」は
8位にランクインしており
「MU銀行」は
11位にランクインしている



国内金融機関の「温暖化促進融資」の割合

MZ銀行

35% 4兆3126億円

MS銀行

17% 2兆1410億円

MU銀行

23% 2兆3126億円

その他金融機関

25% 3兆315億円

2011年度から2016年の
化石燃料関連企業に対する融資額

(民間金融機関の化石燃料及び原発関連企業への投融資状況 350.org Japan)

化石燃料関連企業に対する
融資額の国内シェア率は
メガバンクが圧倒的

国内メガバンクは
「脱温暖化促進融資」

に消極的



「脱温暖化促進融資」に積極的な国内メガ生命保険

会社名 声明発表時期 声明の内容

DI生命保険株式会社 2018年5月
新規の国外プロジェクトファイナンスの
化石燃料発電への融資の打ち切り

NH生命保険相互会社 2018年7月
新規の国内外の石炭火力発電所に対する融資の
打ち切り

MY生命保険相互会社 2018年9月
新規の国内外の石炭火力発電所に対する融資の
打ち切り

メガバンクも「脱温暖化促進融資」に
踏み切ることができるのか？



メガバンクが「温暖化促進融資」から
抜け出すことは難しい

メガバンクと比べて地方銀行の方が
「脱温暖化促進融資」を実行できる可能性がある

地方銀行はメガバンクのように発展途上国の
「温暖化促進企業」への大規模な

プロジェクトファイナンスを行っていない



地方銀行は環境配慮において
エコブランド化を推進できる

「温暖化促進企業」に
一切融資していない地方銀行が存在する

銀行によっては地域の資源を活用した
環境配慮融資に積極的に取り組んでいる



低迷を迎えた地方銀行の環境融資

２章



地方銀行の環境保全活動

環境配慮融資

環境に配慮した事業の金利を優遇する融資

脱温暖化促進融資

環境に悪影響を与える事業からの融資撤退



JN信金

TM信金

SB信金

SS銀行

HD銀行
AK銀行

JY銀行 TB銀行CB銀行

YH銀行 HE銀行

SM銀行

SG銀行

HS銀行

FO銀行

HG銀行

環境配慮融資を
実施している地方銀行

脱温暖化促進融資を
実行している地方銀行

脱温暖化促進融資を
実行していない地方銀行

環境配慮融資を
実施していない地方銀行

地方中枢都市の銀行

首都圏工業地帯の銀行 環境と地球に配慮した銀行

SZ銀行

NS銀行

MN銀行

TJ銀行

TK信金
KN銀行KN銀行

HW銀行

HY銀行

資金力不足で環境配慮
融資を実施できない銀行

非工業地帯の銀行

地方銀行の環境保全活動の比較



地方銀行の環境保全活動は頭打ち

•「太陽光発電融資」や「環境格付融資」などの環境配慮融資が
停滞している

•「脱温暖化促進融資」に踏み切れていない銀行が存在する

•環境に配慮した銀行ほど資金力が低いという図式が成り立って
しまっている



環境配慮融資は大きく分けて2つ

太陽光発電融資

太陽光発電の導入費用に対して金利を優遇する融資

環境格付融資

銀行が融資をする際に融資先の企業の環境配慮活動を

評価して融資可否や金利優遇などを判断する融資



2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

買取価格
（１kWh)

40円 36円 32円 29円 24円 21円

太陽光発電設
備の導入量

70.4万kW 573.５万kw 857.2万kW 830.6万kW 543.7万kW 475.5万kW

（参照）再生可能エネルギーの大量導入時代における政策課題について 資源エネルギー庁

停滞してしまった太陽光発電

買取価格低下に従い、徐々に
太陽光発電設備導入量が減少した



買取価格の低下と連動して融資実行金も低下
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• 評価項目が50個以上もある上に、客観視が難しい評価項目も存在する

• 融資完了後も定期的な調査が必要なため手間がかかってしまう

• 銀行に専門的な知識を持つ人が少ないため厳密な審査に時間がかかる

環境格付融資の問題点

銀行は環境格付融資を使わず、
一般企業と変わらない審査をして融資を行っている

銀行も敬遠する環境格付融資



海外の銀行が「脱温暖化促進融資」をする理由

理由①

温暖化を促進させる
企業の業績は

年々悪化している

理由②

融資撤退の
対象となる事業は
住民運動や訴訟など
の対象になりやすい

理由③

再エネの発電コスト
が下がっていて
石炭火力発電より
魅力的な融資対象に

なっている

日本の銀行にも当てはめることが出来るのか検証



（参照）売上データ（億円） 各社の中期経営計画より

日本の「温暖化促進企業」の業績は安定的である



日本でも「温暖化促進企業」
に対しての訴訟が起きている

【事例】

2017年9月27日から仙台市で日本初の
石炭火力発電所に対する訴訟が発生した

また2018年9月14日には神戸市でも
石炭火力発電所に対する訴訟が発生している

両方とも現在もまだ操業に関する裁判が
行われている

日本経済新聞 2018/10/27 朝刊



依然として再エネ発電のコストは高い

FIT導入以来、再エネの発電コストは

年々減少しているが欧州と比べるとコストは依然として高い

日本の太陽光発電の
発電コスト

1kWhあたり28.9万円

欧州の太陽光発電の
発電コスト

1kWhあたり15.5万円

炭素税がない日本では石炭を欧州と比べて
安価で仕入れることが出来るので
再エネ市場の発展は遅れている



現在の日本の実情で地方銀行の
「脱温暖化促進融資」の急加速は見込めない

「脱温暖化促進融資」を行った際に
地方銀行が得られるメリットは
訴訟リスクの回避と社会的評判の

向上だけである



地方銀行がエコブランドを推進するには

低迷を迎えた
「環境配慮融資」

現状維持の
「温暖化促進融資」

市場が拡大していて地域活性化が望める
ソーラーシェアリング融資の導入

環境配慮に力を入れている
ネットバンクへののブランドスイッチを
避けるために「脱温暖化促進融資」の実行



エコブランド化を推進するには

3章



従来の環境配慮融資が低迷した原因

売電収入を予測しやすいため返済の目途は立ちやすいが、FIT改正により
売電収入が低下してしまったため顧客が減少してしまった

手続きの多さや審査事項の客観的分析の難しさから銀行自体が
融資制度を扱うことを敬遠してしまった

太陽光発電融資

環境格付融資

地域活性化 手続きのしやすさ 事業性の見やすさ 顧客の収益性

先進的な「環境配慮融資」に求められるものは

ソーラーシェアリング融資の提案



ソーラーシェアリングとは？

• 農業と太陽光発電事業を両立できる
「営農型発電設備」

• 農地の上空3～4メートルほどの高さに
隙間を開けて太陽光パネルを設置する
ことにより上では発電を、下では農業
を行うことが可能となっている

• ユーザーは農業による収入と売電する
ことによって得られる売電収入に
よって安定した収益の確保できる



ソーラーシェアリングで地域の活性化

• 売電収益を農業者の副収入とすることが出来る
• 蓄電池を併用することによって農業設備電源として利用することが可能となる

• 作物によっては過度の日射を受けることで品質の劣化や収量が減少してしまう
場合がある

• そのためパネルで日射量の調節を行うことによって品質と収量の向上が見込まれる

• 売電収益を見込めるため新規就農者が参入しやすい
• 発電事業により休耕地や荒廃農地の解消も見込める

農業を継続しながら発電事業が可能に

日射量の調節によって品質や収量が向上することも

地域にプラスの波及効果を及ぼす可能性も



メリット①

太陽光発電は一定の
買取価格が決まっている
ため事業性が見やすい

メリット②

すでに太陽光発電事業に
関連する融資を扱ってる
銀行が多いため融資を

導入しやすい

メリット③

ソーラーシェアリングの
設置数は増加しており、
さらに魅力的な市場に
なりうる可能性が高い

ソーラーシェアリング融資を導入する銀行のメリット

ソーラーシェアリング融資は銀行と地域の
双方にメリットがある画期的な融資制度である



意外な強敵？ネットバンクはエコなのか？

化石燃料関連企業に融資していない
ネットバンク

イオン銀行 東京スター銀行

セブン銀行 ジャパネット銀行

楽天銀行 じぶん銀行

ソニー銀行

・ネットバンクは
化石燃料関連企業に対する
融資を行っていない

・親会社の経営方針により
環境配慮経営に力を入れて
いる銀行もある



ネットバンクの課題と可能性

課題①
「環境配慮融資」
を行っていない

課題②
地域密着性に

欠ける

もしネットバンクが
環境配慮融資を始めたら？

もしネットバンクが
地方に対するエコ設備リースを

開始したら？



地方銀行 VS ネットバンク

～先にエコブランド化を推進させるのは～

地方銀行

「脱温暖化促進融資」
の実施

ネットバンク

「環境配慮融資」
の実施

VS

地方銀行がエコブランド化を推進させるには
一刻も早く「温暖化促進融資」から撤退するほかない



地方銀行がソーラーシェアリング融資を実行して
「脱温暖化促進融資」に取り組むと…

預金者のメガバンクから地方銀行への
ブランドスイッチが可能になるかもしれない

＝預金者のダイベストメントの実現



預金者のダイベストメントとは？

「温暖化促進融資」を
行う銀行

「脱温暖化融資」を
行う銀行

「温暖化促進企業」に融資を行う銀行から
預金を引き揚げて「脱温暖化」を目指す銀行に
預金の口座を切り替えること



日本に広がる預金者のダイベストメント

2017年11月6日～12月12日まで行われた環境NGO主催のダイベストキャンペーンで
119人の市民と7つの団体がダイベストメントを表明した

銀行名 ダイベストメント

MU銀行から 39人

MZ銀行から 18人

MS銀行から 14人

銀行名 インベストメント

ソニー銀行へ 32人

JN信金へ 16人

楽天銀行へ 9人

ダイベストメントを行った企業

一般社団法人Earth company NPO法人セブン・ジェネレーションズ

NPO法人気候ネットワーク NPO法人R水素ネットワーク

一般社団法人エシニカル協会 一般社団法人日本運動療育協会

特定非営利活動法人 A SEED JAPAN
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TM信金

SB信金

SS銀行

HD銀行
AK銀行

JY銀行 TB銀行CB銀行

YH銀行 HE銀行

SM銀行

SG銀行

HS銀行

FO銀行

HG銀行

環境配慮融資を
実施している地方銀行

脱温暖化促進融資を
実行している地方銀行

脱温暖化促進融資を
実行していない地方銀行

環境配慮融資を
実施していない地方銀行

地方中枢都市の銀行

首都圏工業地帯の銀行 環境と地球に配慮した銀行

SZ銀行

NS銀行

MN銀行

TJ銀行

TK信金
KN銀行KN銀行

HW銀行

HY銀行

資金力不足で環境配慮
融資を実施できない銀行

非工業地帯の銀行

地方銀行の環境保全活動の変化
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非工業地帯の銀行

地方銀行の環境保全活動の変化



おわりに

地方銀行がソーラーシェアリングの実施と

早期の「脱温暖化促進融資」を行うことによって

エコブランドを確立できる可能性がある

ダイベストメント運動が広がっている日本において

メガバンクの預金口座のブランドスイッチの可能性が

見込める

今後の研究課題としてネットバンクが行う環境戦略の

調査が必要
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調査協力企業

１．城南信用金庫（6月18日 訪問）

２．千葉銀行（7月27日 訪問）

３．大阪信用金庫（アンケートにご回答）


